第１号様式

複製頒布募集に関する質問書

令和　　年　　月　　日　

　（宛先）川崎市長

　「川崎市地図及び空中写真複製頒布業務に関する募集要項」に対し質問がありますので提出いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役職名・代表者名

	質問内容
	


※用紙が不足する場合は別紙を添付しても可。
	担当者連絡先
	所属・役職
	

	
	氏名
	

	
	住所
	

	
	電話
	

	
	電子メール
	


第２号様式

川崎市地形図及び空中写真複製頒布業務に関する募集　応募様式

令和　　年　　月　　日

　　（宛先）川崎市長

「川崎市地形図及び空中写真複製頒布業務」に応募します。

	応募者名
	住　　　　　所
	

	
	法　　人　　名
	

	
	役職名・代表者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印











	担当者連絡先
	所属・役職
	

	
	氏名
	

	
	住所
	

	
	電話
	

	
	電子メール
	


第３号様式

法人概要・事業経歴書
	法人名
	

	役職名・代表者名
	

	住所
	

	登記簿上の所在地
※住所と同一の場合は省略
	

	設立年月日
	

	基本財産又は資本の金額
	

	社員又は株主の構成
	

	職員又は従業員の数
	

	主な事業内容
	

	年間取扱高
	

	主な取引先
	

	販売予定場所
	

	直近の複製頒布業務職歴
	業務名
	発注者名
	受託金額
（千円）
	履行期間

	
	
	
	
	自      　年 　月
至　　　　年　 月

	
	
	
	
	自      　年 　月
至　　　　年　 月

	
	
	
	
	自      　年 　月
至　　　　年　 月



第４号様式

川崎市暴力団排除条例に係る誓約書兼同意書

令和　　年　　月　　日
　（宛先）川崎市長

　私（当法人及び当法人役員等）は、川崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団、同条例第３号に規定する暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人又は同条例第７号に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものではないことを誓約します。
　また、上記の者ではないことを確認するため、川崎市が本様式に記載された全ての者の個人情報を神奈川県警察本部に照会することについて同意します。

　　　　　　　　　　　　　　　応募者　　所 在 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法 人 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

	[bookmark: _Hlk217308758]役職名
	ﾌﾘｶﾞﾅ
氏　名
	生年月日
（年号T/S/H）
	住　所

	
	

	
	
	
	
	

	[bookmark: _Hlk216697792]
	

	
	
	
	
	

	
	

	
	
	
	
	

	
	

	
	
	
	
	


（記入上の注意）
※商業登記簿（履歴事項全部証明書）に役員として記載されている方は全て記載していただく必要があります。
※役員とは、業務を執行する社員、取締訳、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役
　顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人等に対し執行をする社員、取締訳、執行役、又はこれに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含みます。
※住所は、マンション等の場合は部屋番号まで記載してください。
第５号様式

技　術　者　経　歴　書
	氏名
	生年月日
	役職名
	本業務に係る職歴
	技術資格

	
	
	
	
	年　　月
	資　格

	川崎太郎
	昭和３２年
４月２日
	空中写真部長
	空中写真複製実務
７年間　
	昭和６０年５月
	測量士

	
	
	
	
	
	




















第６号様式
[bookmark: _Hlk224640545]誓約書

令和　　年　　月　　日

（あて先）
川　崎　市　長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号及び名称　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印




「川崎市地図及び空中写真複製頒布業務」に係る事業者の募集について、次のいずれの項目にも該当しないことを誓約します。



１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第2項各号の規定に該当する者、又はその者を代理人、支配人、その他使用人として使用する者 
２　川崎市及び国・近隣自治体において契約規則等に基づく資格停止期間中及び指名停止期間中でないこと。 
３　破産者で復権を得ていない者 
４　会社更生法（平成14年法律第154号）による再生手続き開始の申立てがなされてい る者又は民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続き開始の申立てがなされている者（手続き開始の決定後の者は除く。）等経営状態が著しく不健全な者
５　市区町村税、法人税並びに消費税及び地方消費税を滞納している者 
６　川崎市暴力団排除条例（平成24年川崎市条例第５号）第７条に規定する暴力団員等、暴力団経営支配法人等又は暴力団員等と密接な関係を有するものでないもの及び神奈川県暴力団排除条例（平成22年神奈川県条例第75号）第23条第１項又は第２項の規定に違反していないものであること。

